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本日の内容

１ ． ２ ０ １ ７ 年 ３ 月 期 決 算 の 概 要 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ Ｐ ２

２．２０１８年３月期の業績予想 ・・・・・・・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ Ｐ１７

３ ． 中 期 経 営 計 画 「 深 展 １ ３ ３ 計 画 」 の 進 捗 状 況 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ Ｐ２ ３

参 考 資 料 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ Ｐ ３ ９
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１．２０１７年３月期決算の概要
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１）業績ハイライト① （単位：百万円・％）

2016年3月期

実績

(A)

2017年3月期

実績

(B)

増減額

(B-A)
増減率

2017年3月期

前回予想

(C)※１

増減額

（B-C）
増減率

営 業 収 益 ２１９，０６５ ２２１，６９０ ２，６２４ １．２ ２２３，３００ △１，６０９ △０．７

営 業 利 益 ３２，３１８ ３１，８４０ △４７７ △１．５ ３０，８００ １，０４０ ３．４

経 常 利 益 ２７，１１０ ２７，１１１ ０ ０．０ ２６，３００ ８１１ ３．１

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
１２，６１２ １６，４５２ ３，８３９ ３０．４ １６，７００ △２４７ △１．５

２０１７年３月期決算の概要

※１ 2017年3月期前回予想（C）は、前回決算説明会（2016年11月18日）時点の数値

＜主な増減理由等：前期比＞

営 業 収 益
インバウンド旅客の増加による空港関連輸送の好調 （鉄道空港線収入 過去最高）や、

ショッピングセンターなんばCITYのリニューアル効果等により増収

営 業 利 益 増収の一方、退職給付費用や減価償却費の増加等により減益

経 常 利 益 支払利息の減少が寄与し過去最高益

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

前期の南海堺東ビルの減損損失計上の反動等により増益

＜主な増減理由等：前回予想比＞

マンション販売収入の減少の一方、建設業での利益率改善により営業増益。
固定資産除却損の増加等により最終減益。
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１）業績ハイライト② （単位：百万円・％）

2016年3月期

実績

(A)

2017年3月期

実績

(B)

増減額

(B-A)
増減率

2017年3月期

前回予想

(C)※１

増減額

（B-C）
増減率

投 資 額 ２９，６８５ ３６，７９２ ７，１０６ ２３．９ ５６，２００ △１９，４０７ △３４．５

減 価 償 却 費 ２５，５１９ ２６，０３２ ５１２ ２．０ ２６，０００ ３２ ０．１

E B I T D A ５７，８３８ ５７，８７３ ３４ ０．１ ５６，８００ １，０７３ １．９

有 利 子 負 債 残 高 ４８４，１６０ ４７８，１９８ △５，９６２ △１．２ ４９０，２００ △１２，００１ △２．４

有 利 子 負 債 残 高

／ Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ 倍 率
８．４倍 ８．３倍 ８．６倍

２０１７年３月期決算の概要

＜主な増減理由等：前期比＞

投 資 額 南海会館ビル建替計画、南海和歌山ビル建替計画による増加

減 価 償 却 費 南海電鉄での車両の更新や、なんばCITYリニューアルによる増加

＜主な増減理由等：前回予想比＞

投 資 額 成長投資（不動産物件取得等）の減少等

※１ 2017年3月期前回予想（C）は、前回決算説明会（2016年11月18日）時点の数値
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２）資産、負債及び純資産の状況 （単位：百万円）

2016年3月末 2017年3月末 増減額 主な増減理由

流 動 資 産 ７９，５７５ ８３，４７０ ３，８９４
●流動資産

受取手形及び売掛金の増加 ＋８億円

●固定資産

設備投資 ＋３６７億円、減価償却の進捗 △２６０億
円、工事負担金等圧縮損の計上 △２２３億円

●負債

借入金の減少 △５９億円

前受金の減少（特別利益への振替） △１７７億円

●純資産

親会社株主に帰属する当期純利益 ＋１６４億円、

配当金支払 △５１億円

その他有価証券評価差額金 ＋２６億円

（所有株式の時価上昇）

固 定 資 産 ８１５，０４５ ８０７，３２７ △７，７１８

資 産 合 計 ８９４，６２１ ８９０，７９８ △３，８２３

負 債 合 計 ６９０，６８１ ６７１，５０９ △１９，１７１

純 資 産 ２０３，９３９ ２１９，２８８ １５，３４８

負 債 純 資 産 合 計 ８９４，６２１ ８９０，７９８ △３，８２３

有 利 子 負 債 残 高 ４８４，１６０ ４７８，１９８ △５，９６２
（参考）前回予想（※１）

４，９０２億円（△１２０億円）

２０１７年３月期決算の概要

※１ 2017年3月期前回予想（C）は、前回決算説明会（2016年11月18日）時点の数値
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2016年3月期 2017年3月期 増減額 主な増減理由

営 業 活 動 に よ る

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
４３，２１２ ４２，７５３ △４５８

●営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 ＋７３億円

減損損失の減少 △８８億円

●投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得 △２５億円

（前期）△３４４億円
（当期）△３６９億円

●財務活動によるキャッシュ・フロー

（当期）

発行 第40回普通社債 １００億円（１５年）

第41回普通社債 １００億円（１５年）

償還 第34回普通社債 ２００億円（５年）

借入金 △５９億円

配当金支払 △５０億円

（前期）

発行 第39回普通社債 １００億円（１０年）

借入金 △２３１億円

配当金支払 △３３億円

投 資 活 動 に よ る

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
△２９，０３０ △３０，８６１ △１，８３０

財 務 活 動 に よ る

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
△１７，０４７ △１１，９０６ ５，１４０

現 金 及 び 現 金

同 等 物 の 期 末 残 高
１８，２９４ １８，３４２ ４７

３）キャッシュ・フローの状況
（単位：百万円）

２０１７年３月期決算の概要
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運輸業

（３６社）

不動産業

（５社）

流通業

（１１社）

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ業

（２３社）

建設業

（５社）

その他の事業

（４社）

【連結子会社５８社・非連結子会社１３社・関連会社８社（うち持分法適用会社２社）】

セグメントの構成状況 （２０１７年３月末現在）

営業収益 （単位：億円） 営業利益 （単位：億円）

セグメント別の状況（２０１７年３月期）

※当社は運輸業、不動産業、流通業、レジャー・サービス業に、泉北高速鉄道株式会社は運輸業と不動産業に重複して含まれ
ております。

増減（対 ２０１６年３月末現在）

連結子会社の増加 ２社 ： （株式取得）㈱ＴＴＳ、ライフコミュニティ㈱

運輸

995 

不動産

339 

流通

357 

ﾚｼﾞｬｰ・

ｻｰﾋﾞｽ

395 

建設

452 

その他

26 

（38.8%）

（13.2%）（13.9%）

（15.4%）

（17.7%）

（1.0%）

運輸

161 

不動産

85 
流通

31 

ﾚｼﾞｬｰ・

ｻｰﾋﾞｽ

18 

建設

29 

その他

1 

（49.0%）

（26.1%）（9.7%）

（9.0%）

（5.6%）

（0.6%）

連結子会社の減少 ２社 ：（グループ内合併） インターホリデイ㈱、南海電設㈱
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2016年3月期

実績

(A)

2017年3月期

実績

(B)

増減額

(B-A)
増減率

2017年3月期

前回予想

(C)※１

増減額

（B-C）
増減率

運 輸 業 ９８，７２９ ９９，５５１ ８２２ ０．８ ９９，５００ ５１ ０．１

不 動 産 業 ３３，７４４ ３３，９２２ １７８ ０．５ ３４，４００ △４７７ △１．４

流 通 業 ３５，２００ ３５，７９４ ５９３ １．７ ３６，０００ △２０５ △０．６

レ ジ ャ ー ･ サ ー ビ ス 業 ３８，８６３ ３９，５７１ ７０７ １．８ ３９，９００ △３２８ △０．８

建 設 業 ４４，８３０ ４５，２７５ ４４５ １．０ ４３，１００ ２，１７５ ５．０

そ の 他 の 事 業 １，８２５ ２，６１９ ７９３ ４３．５ ２，４００ ２１９ ９．２

調 整 額 △３４，１２８ △３５，０４５ △３２，０００

合 計 ２１９，０６５ ２２１，６９０ ２，６２４ １．２ ２２３，３００ △１，６０９ △０．７

１）セグメント別営業収益 （単位：百万円・％）

セグメント別の状況（２０１７年３月期）

※１ 2017年3月期前回予想（C）は、前回決算説明会（2016年11月18日）時点の数値
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2016年3月期

実績

(A)

2017年3月期

実績

(B)

増減額

(B-A)
増減率

2017年3月期

前回予想

(C)※１

増減額

（B-C）
増減率

運 輸 業 １６，５００ １６，１４０ △３６０ △２．２ １６，２００ △５９ △０．４

不 動 産 業 ９，３７９ ８，５８１ △７９８ △８．５ ８，６００ △１８ △０．２

流 通 業 ３，１６３ ３，１８１ １７ ０．６ ３，０００ １８１ ６．０

レ ジ ャ ー ･ サ ー ビ ス 業 １，８４１ １，８４５ ４ ０．２ １，７００ １４５ ８．６

建 設 業 １，９４６ ２，９５３ １，００７ ５１．８ １，７００ １，２５３ ７３．７

そ の 他 の 事 業 １２３ １９４ ７１ ５７．９ １００ ９４ ９４．７

調 整 額 △６３６ △１，０５６ △５００

合 計 ３２，３１８ ３１，８４０ △４７７ △１．５ ３０，８００ １，０４０ ３．４

２）セグメント別営業利益 （単位：百万円・％）

セグメント別の状況（２０１７年３月期）

※１ 2017年3月期前回予想（C）は、前回決算説明会（2016年11月18日）時点の数値
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2016年3月期 2017年3月期 増減額 増減率 主な増減理由

鉄 道 事 業 ６６，３６１ ６７，６１８ １，２５７ １．９ ●鉄道事業

（収益）南海電鉄＋１２億円
空港線＋１３億円、前期の高野山開
創１２００年の反動減△２億円

（利益）南海電鉄＋２億円
増収の一方、退職給付費用＋１２億
円、減価償却費＋２億円

●バス事業

（収益）
リムジンバスの好調＋１億円、高野
山開創１２００年反動減△１億円

（利益）
人件費＋２億円、
減価償却費＋１億円

●海運業

高野山開創１２００年反動減

●車両整備業

整備収入の減少

軌 道 事 業 １，５２４ １，５１５ △８ △０．６

バ ス 事 業 ２６，５０２ ２６，４７５ △２６ △０．１

海 運 業 ２，００４ １，９３２ △７１ △３．６

貨 物 運 送 業 ３，８４３ ３，８８６ ４２ １．１

車 両 整 備 業 ４，２４５ ４，１０２ △１４３ △３．４

調 整 額 （ セ グ メ ン ト 内 ） △５，７５２ △５，９８０

営 業 収 益 ９８，７２９ ９９，５５１ ８２２ ０．８

営 業 利 益 １６，５００ １６，１４０ △３６０ △２．２

主
な
内
訳

鉄 道 事 業 １２，３７９ １２，４６４ ８４ ０．７

バ ス 事 業 ３，６４５ ３，１７７ △４６７ △１２．８

減 価 償 却 費 １４，０９１ １４，３７７ ２８５ ２．０

有 形 固 定 資 産 及 び
無 形 固 定 資 産 の 増 加 額

１４，１０４ １３，３０８ △７９６ △５．６

３）運輸業の実績 （増収減益） （単位：百万円・％）

セグメント別の状況（２０１７年３月期）
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全 線 2016年3月期 2017年3月期 増減率

旅

客

収

入

定 期 外 ３３，６１１ ３４，７８３ ３．５

定 期 ２２，３００ ２２，４０４ ０．５

合 計 ５５，９１１ ５７，１８７ ２．３

輸

送

人

員

定 期 外 ９４，４１９ ９６，５２９ ２．２

定 期 １３８，８８２ １３９，６２４ ０．５

合 計 ２３３，３０１ ２３６，１５３ １．２

空港線 2016年3月期 2017年3月期 増減率

旅

客

収

入

定 期 外 ６，４５６ ７，６９０ １９．１

定 期 １，２４３ １，３４４ ８．１

合 計 ７，６９９ ９，０３４ １７．３

輸

送

人

員

定 期 外 ８，１２８ ９，５６３ １７．７

定 期 ３，９５７ ４，２６７ ７．８

合 計 １２，０８５ １３，８３０ １４．４

（単位：百万円 ・千人・％）
鉄道旅客収入と輸送人員表（個別）

（単位：百万円 ・千人・％）

セグメント別の状況（２０１７年３月期）



セグメント別の状況（２０１７年３月期）

3.9%
1.9% 1.4% 1.6%

4.4%
2.7%

-0.3%
1.1%

1.4% 3.3%
2.1%

4.7%
3.1%

20.2%
19.1%

14.1%

19.0%

22.1%

17.3%
13.4%

11.1%
8.3%

16.8%

11.7%

36.9%

18.3%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

全線 空港線

前年同月比
増減率

【参考】 鉄道旅客収入 前年同月比増減率の推移
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2016年3月期 2017年3月期 増減額 増減率 主な増減理由

不 動 産 賃 貸 業 ２５，１２８ ２５，３２３ １９５ ０．８
●不動産賃貸業

（収益）工事負担金収入の増加

（利益）増収に加えて、修繕費の減
少等

●不動産販売業

（収益）前期の業務施設用地売却の
反動による減収

（利益）たな卸資産評価損の増加

不 動 産 販 売 業 ９，６６６ ８，９５９ △７０６ △７．３

調 整 額 （ セ グ メ ン ト 内 ） △１，０５０ △３６０

営 業 収 益 ３３，７４４ ３３，９２２ １７８ ０．５

営 業 利 益 ９，３７９ ８，５８１ △７９８ △８．５

主

な

内

訳

不 動 産 賃 貸 業 １０，２５０ １０，５１４ ２６４ ２．６

不 動 産 販 売 業 △６１３ △１，５５５ △９４１ －

減 価 償 却 費 ５，９９６ ５，９８９ △７ △０．１

有 形 固 定 資 産 及 び
無 形 固 定 資 産 の 増 加 額

７，２３２ １６，８４１ ９，６０９ １３２．９

（単位：百万円・％）４）不動産業の実績 （増収減益）

セグメント別の状況（２０１７年３月期）
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2016年3月期 2017年3月期 増減額 増減率 主な増減理由

シ ョ ッ ピ ン グ セ ン タ ー

の 経 営
１４，４６５ １４，９０９ ４４３ ３．１

●ショッピングセンターの経営

なんばＣＩＴＹ
＋６億円（増益＋３億円）
（2016.4リニューアル効果）

泉ケ丘駅前商業施設
＋１億円（増益＋約１億円）
（2016.4リニューアル効果）

なんばパークス
＋０億円（減益△１億円）
（2017.3リニューアル工事に伴う費
用増加）

パンジョ（泉ケ丘駅前）
△約１億円（減益△１億円）
（賃料減や2017.3リニューアル工事
に伴う費用増加）

●その他

無印良品（なんば店）売上好調

駅 ビ ジ ネ ス 事 業 ２１，２８３ ２１，３０８ ２５ ０．１

そ の 他 ２，５６８ ２，７６７ １９９ ７．８

調 整 額 （ セ グ メ ン ト 内 ） △３，１１６ △３，１９１

営 業 収 益 ３５，２００ ３５，７９４ ５９３ １．７

営 業 利 益 ３，１６３ ３，１８１ １７ ０．６

主

な

内

訳

ショッピングセンター
の 経 営

２，１５３ ２，１４９ △３ △０．２

駅 ビ ジ ネ ス 事 業 １，０４５ １，００７ △３７ △３．６

減 価 償 却 費 ４，２５３ ４，５６２ ３０８ ７．３

有 形 固 定 資 産 及 び
無形固定資産の増減額

５，４４６ ５，１０２ △３４４ △６．３

５）流通業の実績 （増収増益） （単位：百万円・％）

セグメント別の状況（２０１７年３月期）
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2016年3月期 2017年3月期 増減額 増減率 主な増減理由

遊 園 事 業 １，１８１ ９９１ △１９０ △１６．１

●ボートレース施設賃貸業

電話投票売上の好調による歩合賃料
の増加

●ビル管理メンテナンス業

㈱ＴＴＳ、ライフコミュニティ㈱の新規連
結（株式取得）による増収

旅 行 業 １，９９６ １，９９６ △０ △０．０

ホ テ ル ・ 旅 館 業 １，３２３ １，１８２ △１４１ △１０．７

ボ ー ト レ ー ス 施 設 賃 貸 業 ４，７９４ ５，０３８ ２４３ ５．１

ﾋ ﾞ ﾙ 管 理 ﾒ ﾝ ﾃ ﾅ ﾝ ｽ 業 ２３，９４２ ２４，５２３ ５８１ ２．４

葬 祭 事 業 ２，４８１ ２，５４８ ６６ ２．７

そ の 他 ５，３３９ ５，３７９ ４０ ０．８

調 整 額 （ セ グ メ ン ト 内 ） △２，１９６ △２，０８７

営 業 収 益 ３８，８６３ ３９，５７１ ７０７ １．８

営 業 利 益 １，８４１ １，８４５ ４ ０．２

主 な
内 訳

ﾋﾞﾙ管理ﾒﾝﾃﾅﾝｽ業 １，０６６ １，０２８ △３８ △３．６

減 価 償 却 費 １，６５６ １，６４８ △８ △０．５

有 形 固 定 資 産 及 び
無 形 固 定 資 産 の 増 減 額

２，７９７ １，３６１ △１，４３６ △５１．３

６）レジャー・サービス業の実績 （増収増益） （単位：百万円・％）

セグメント別の状況（２０１７年３月期）
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2016年3月期 2017年3月期 増減額 増減率 主な増減理由

建 設 業 ４４，８７８ ４５，３２６ ４４８ １．０

完成工事高増加による増収や原
価率の改善による増益

調 整 額 （ セ グ メ ン ト 内 ） △４８ △５０

営 業 収 益 ４４，８３０ ４５，２７５ ４４５ １．０

営 業 利 益 １，９４６ ２，９５３ １，００７ ５１．８

減 価 償 却 費 １４２ １３４ △７ △５．３

有 形 固 定 資 産 及 び

無形固定資産の増減額
８２ １６２ ８０ ９８．０

2016年3月期 2017年3月期 増減額 増減率 増減理由

そ の 他 １，８２９ ２，６２３ ７９３ ４３．４

調 整 額 （ セ グ メ ン ト 内 ） △３ △３

営 業 収 益 １，８２５ ２，６１９ ７９３ ４３．５

営 業 利 益 １２３ １９４ ７１ ５７．９

減 価 償 却 費 ８ ９ ０ ８．３

有 形 固 定 資 産 及 び
無形固定資産の増減額

２３ １６ △６ △２８．５

８）その他の事業の実績 （増収増益）

７）建設業の実績 （増収増益）

（単位：百万円・％）

（単位：百万円・％）

セグメント別の状況（２０１７年３月期）
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３．２０１３年３月期の業績予想
２．２０１８年３月期の業績予想



2017年3月期

実績

2018年3月期

予想
増減額 主な増減理由

営 業 収 益 ２２１，６９０ ２３１，４００ ９，７０９ ●営業収益
運輸業でのインバウンド旅客の増加、不動産業でのマ
ンション販売の増加、建設業での完成工事高の減少

●営業利益
運輸業での人件費や減価償却費等の増加の一方、不
動産業でのマンション販売増加や評価損計上額の減
少により増益

●親会社株主に帰属する当期純利益

経常増益に加え、固定資産除却損の減少もあり、増益

●投資額
成長投資（不動産賃貸物件取得）、南海会館ビル建替
工事などの増加

●減価償却費
鉄道車両新造などによる増加

●有利子負債残高
設備投資額の増加に伴う借入による増加

営 業 利 益 ３１，８４０ ３３，０００ １，１５９

経 常 利 益 ２７，１１１ ２８，２００ １，０８８

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
１６，４５２ １８，６００ ２，１４７

投 資 額 ３６，７９２ ５３，５００ １６，７０７

減 価 償 却 費 ２６，０３２ ２７，５００ １，４６７

E B I T D A ５７，８７３ ６０，５００ ２，６２６

有 利 子 負 債 残 高 ４７８，１９８ ４８２，６００ ４，４０１

有 利 子 負 債 残 高

／ Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ 倍 率
８．３倍 ７．９８倍
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（単位：百万円）１）業績ハイライト

２０１８年３月期の業績予想



2017年3月期

実績

2018年3月期

予想
増減額 主な増減理由

運 輸 業 ９９，５５１ １００，６００ １，０４８

不 動 産 業 ３３，９２２ ４１，５００ ７，５７７

流 通 業 ３５，７９４ ３５，８００ ５

レ ジ ャ ー ・

サ ー ビ ス 業
３９，５７１ ４０，４００ ８２８

建 設 業 ４５，２７５ ４３，０００ △２，２７５

そ の 他 の 事 業 ２，６１９ ２，５００ △１１９

調 整 額 △３５，０４５ △３２，４００

合 計 ２２１，６９０ ２３１，４００ ９，７０９
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（単位：百万円）２）セグメント別営業収益

２０１８年３月期の業績予想

●運輸業

鉄道事業 南海電鉄・旅客運輸収入

＋４億円（うち空港線＋５億円）６８１億円 ＋４億円

バス事業 空港リムジンバスの好調、単価
上昇による石油販売事業の増収２６９億円 ＋４億円

●不動産業

不動産賃貸業 新規取得物件の寄与＋４億円

２５８億円 ＋４億円

不動産販売業 マンション販売の増加

１６１億円 ＋７１億円

●流通業

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰの経営 なんばパークス＋１億円

（リニューアル効果）１５０億円 ＋０億円

●レジャー・サービス業

ﾋﾞﾙ管理ﾒﾝﾃﾅﾝｽ業 設備工事収入等の増加

２５１億円 ＋５億円

●建設業 完成工事高の減少



2017年3月期

実績

2018年3月期

予想
増減額 主な増減理由

運 輸 業 １６，１４０ １４，９００ △１，２４０

不 動 産 業 ８，５８１ １０，４００ １，８１８

流 通 業 ３，１８１ ３，８００ ６１８

レ ジ ャ ー ・

サ ー ビ ス 業
１，８４５ １，８００ △４５

建 設 業 ２，９５３ ２，３００ △６５３

そ の 他 の 事 業 １９４ １００ △９４

調 整 額 △１，０５６ △３００

合 計 ３１，８４０ ３３，０００ １，１５９
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（単位：百万円）３）セグメント別営業利益

２０１８年３月期の業績予想

●運輸業

鉄道事業 増収の一方、人件費や減価償却
費の増加１１７億円 △７億円

バス事業 人件費、減価償却費の増加

２７億円 △４億円

●不動産業

不動産賃貸業

１０６億円 ＋０億円

不動産販売業 増収による増益のほか、たな卸
資産評価損の減少（１５億円）２億円 ＋１７億円

●流通業

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰの経営 増収のほか、前期リニューアル費
用の反動減２６億円 ＋４億円

●レジャー・サービス業

ﾋﾞﾙ管理ﾒﾝﾃﾅﾝｽ業

１０億円 △０億円

●建設業 完成工事高の減少や利益率の低
下
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（単位：百万円）

２０１８年３月期の業績予想

４）セグメント別投資額・EBITDA

投資額 EBITDA

2017年3月期

実績

（A）

2018年3月期

予想

（B）

差異

（B－A）

予想額

主な内訳

2017年3月期

実績

（A）

2018年3月期

予想

（B）

差異

（B－A）

運 輸 業 １３，３０８ １９，８００ ６，４９１ ＜収益拡大投資 ３４３億円＞

・泉北関連 ３１億円※
物流開発用地取得、泉ヶ丘駅リニューアル等

・関空・ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ関連 １５億円
鉄道車両・施設多言語対応等

・難波エリア関連 １５２億円
南海会館ﾋﾞﾙ建替工事等

・沿線エリア活性化関連 ４６億円

和歌山市駅活性化、りんくうホテル建設等

・ｸﾞﾙｰﾌﾟ経営基盤強化関連 ６億円
葬儀会館建設、グループカード統合等

・成長投資 ９４億円
不動産賃貸物件取得等

＜安全・更新投資 １９１億円＞

・鉄道関連工事 １０２億円
車両新造、駅・高架橋耐震工事等

･不動産･流通施設工事 ３６億円
なんばエリアSC・賃貸ビル改修工事等

・その他 バス車両更新等

３０，５１７ ３０，４００ △１１７

不 動 産 業 １６，８４１ ３０，６００ １３，７５８ １４，５７０ １６，５００ １，９２９

流 通 業 ５，１０２ ２，２００ △２，９０２ ７，７４３ ８，６００ ８５６

レ ジ ャ ー ・

サ ー ビ ス 業
１，３６１ ２，１００ ７３８ ３，４９４ ３，５００ ５

建 設 業 １６２ ２００ ３７ ３，０８８ ２，４００ △６８８

その他の事業 １６ ０ △１６ ２０４ １００ △１０４

調 整 額 ０ △１，４００ △１，７４５ △１，０００

合 計 ３６，７９２ ５３，５００ １６，７０７ ５７，８７３ ６０，５００ ２，６２６

Ｍ ＆ Ａ ３６３ ０ △３６３

Ｍ＆Ａ含む計 ３７，１５６ ５３，５００ １６，３４３

※泉北関連＝泉北高速鉄道グループ事業（鉄道事業、物流事業、流通事業）及び泉ヶ丘駅前商業施設等のうち収益拡大を企図した投資額
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全 線
2016年3月期

実績

対前年

増減率

2017年3月期

実績

対前年

増減率

2018年3月期

予想

対前年

増減率

旅

客

収

入

定 期 外 ３３，６１１ ７．６ ３４，７８３ ３．５ ３５，１５９ １．１

定 期 ２２，３００ ０．２ ２２，４０４ ０．５ ２２，５１２ ０．５

合 計 ５５，９１１ ４．６ ５７，１８７ ２．３ ５７，６７１ ０．８

輸

送

人

員

定 期 外 ９４，４１９ ６．８ ９６，５２９ ２．２ ９６，６８０ ０．２

定 期 １３８，８８２ ０．２ １３９，６２４ ０．５ １４０，３２０ ０．５

合 計 ２３３，３０１ ２．８ ２３６，１５３ １．２ ２３７，０００ ０．４

空港線
2016年3月期

実績

対前年

増減率

2017年3月期

実績

対前年

増減率

2018年3月期

予想

対前年

増減率

旅

客

収

入

定 期 外 ６，４５６ ２６．２ ７，６９０ １９．１ ８，１６７ ６．２

定 期 １，２４３ ７．５ １，３４４ ８．１ １，３９４ ３．７

合 計 ７，６９９ ２２．７ ９，０３４ １７．３ ９，５６１ ５．８

輸

送

人

員

定 期 外 ８，１２８ ２６．９ ９，５６３ １７．７ １０，０７３ ５．３

定 期 ３，９５７ ７．７ ４，２６７ ７．８ ４，４２１ ３．６

合 計 １２，０８５ １９．９ １３，８３０ １４．４ １４，４９４ ４．８

５）運輸業 鉄道旅客収入と輸送人員表（個別）
（単位：百万円 ・千人・％）

（単位：百万円 ・千人・％）

２０１８年３月期の業績予想



23

３．２０１３年３月期の業績予想
３．中期経営計画「深展１３３計画」
（2016年3月期～2018年3月期）の進捗状況
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＜基本方針＞

１．泉北関連事業 の 強化

２．関空・インバウンド事業 の 拡大

３．なんばエリア の 求心力向上

＜継続して取り組む重点項目＞

１．沿線エリアの魅力創造 ２．グループ経営基盤の強化

＜最終年度（2018年3月期）数値目標＞

①連結営業利益

②連結有利子負債残高／ＥＢＩＴＤＡ倍率

【参考】ＲＯＥ

深展１３３計画の基本方針と数値目標

３３０億円
７倍台
８．５％

※ 2016年10月31日に修正
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定量目標

連結営業利益

281

323 318 330

266 269
300

0

50

100
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200

250

300

350

400

15/3期 16/3期 17/3期 18/3期

(億円）

連結有利子負債／EBITDA倍率

9.6

8.4
8.3

7.98 

9.5

9.2

8.8

7.5

8.0

8.5

9.0

9.5

10.0

15/3期 16/3期 17/3期 18/3期

(倍）

実績（15/3期～17/3期）、予想（18/3期）

当初計画

・18/3期は、運輸業の減益を不動産業・流通
業での成長戦略実現によりカバーし、数値
目標の達成を図る。

・繰り越した成長投資の実現により、収益
の拡大を図ることで目標を達成する。

■ 実績（15/3期～17/3期）、予想（18/3期）

■ 当初計画
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２０１７年３月期 総括及び今後の方向性

①特急新造等、泉北での輸送シェア拡大に注力、物流事業では北大阪の管理棟跡地
の開発に着手

②インバウンド増加ペースの落ち着きを囲い込み策でカバーし、空港線は想定を超過

③新南海会館ビルのテナントリーシング・工事とも順調に進捗し、メディカルフロアの
テナントが決定

①鉄道輸送シェア拡大に向けたダイヤ改正の実施と物流開発計画の推進

②ＦＩＴ化の進展を見据えた価格戦略の見直しと沿線への誘致強化による収益性向上

③南海会館ビル建替計画への一層の傾注となんばエリアでの面的拡大
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泉北関連事業の強化（１／２）

泉北エリアの活性化と収益性向上

○運賃値下げ（15年3月）
・ダイヤ改正（15年12月）の効果
・中百舌鳥駅（※）における地下鉄からの転移増加により

対前期で増収を見込む
・特急「泉北ライナー」専用新造車両の運行を開始

・ダイヤ改正を通じた利便性向上による輸送シェア拡大と収益力向上
・泉北ＮＴまちびらき５０周年を契機としたソフト・ハード両面での取り組み強化
・近畿大学医学部及び附属病院移転（２０２３年）を見据えた泉ケ丘活性化の検討深度化

(単位：億円）

16/3期
（対15/3期）

17/3期（対16/3期）

2Q実績 通期実績

定期外 △0.6 1.2 1.9

乗割拡大 △5.2 - -

定期からの転移 2.6 0.5 0.6

他社線からの転移 2.0 0.7 1.3

定 期 △5.1 △0.6 △0.7

通学定期値下げ △2.1 - -

定期外への転移 △3.0 △0.6 △0.8

他社線からの転移 - 0.1 0.1

料 金 0.3 0.6 1.0

合 計 △5.3 1.2 2.1

※中百舌鳥駅にて南海高野線・泉北線が接続、大阪市営地下鉄御堂筋線への乗換が可能（P.41 沿線マップ参照）

58%
60%
62%
64%
66%
68%
70%
72%

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

15/3

期

16/3期 17/3期

中百舌鳥駅（※）における

南海－泉北シェア推移（券種別）

通勤定期 通学定期

定期外 全 体

特急「泉北ライナー」

○泉ケ丘駅前ショッピングセンターのリニューアル
・泉ヶ丘ひろば専門店街（16年4月リニューアル）

総区画数 90区画（稼働率 93％）、投資額 約７億円（耐震工事含む）

17/3期営業収益が前年度比112％と好調
・パンジョ（17年3月リニューアル）

対象店舗数 25店舗／94店舗、投資額 約1.6億円
21年ぶりの大規模リニューアル
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泉北関連事業の強化（２／２）

物流事業の収益基盤拡大

・北大阪流通センター：旧管理棟跡地の開発計画を推進
・東大阪流通センター：開発に必要なタネ地の確保に努める

○北大阪流通センター 高度化施設開発の検討
・2016年9月に移転・建替した旧管理棟跡地を活用し、

高度化施設の第１期開発を検討
（想定：延床面積約14,000坪、2020年春頃開業）

高度化施設開発イメージ

開発候補地

高度化施設（第１期）
開発検討地

管理棟を移転・建替

トラックターミナル

配送センター
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泉北関連事業の強化 進捗

数値目標の進捗状況 計画値を上回る

泉北関連事業 営業収益・営業利益
増加進捗状況（対2015年3月期実績）

54.6 57.9 

68.0 

9.8 
18.3 

22.0 

80%

85%

45%

83%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

20

40

60

80

計画値 実績 目標

17/3期 18/3期

（億円）

営業収益増加額 営業利益増加額

営業収益進捗率 営業利益進捗率

泉北関連事業※1 営業収益
2015年3月期実績※2 2018年3月期目標

154億円 ⇒ 222億円

泉北関連事業※1 営業利益
2015年3月期実績※2 2018年3月期目標

42億円 ⇒ 64億円

68億円 増収

22億円 増益

※1 泉北関連事業
泉北高速鉄道グループ事業（鉄道事業、物流事業、流通事業）、
南海電鉄鉄道事業（泉北高速との相互直通運転分）、泉ヶ丘駅前商業施設等

※2 15年3月期実績では、泉北高速鉄道グループを第2四半期より連結子会社化
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関空・インバウンド事業拡大（１／２）

関空⇔なんばエリアへの送客強化

○関空利用外国人の増加 ○当社空港線の利用者増加
伸び率は一服も、増加傾向を継続 鉄道シェア、対JRシェアの向上等により

関空利用者数の増加率を大きく上回る

・多言語表示等の拡充や手荷物ハンドリングの実施などによる利便性・快適性の向上

100%

120%

140%

160%

180%

13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期

訪日外国人（全国）前期比率

関空利用外国人前期比率

訪日外国人・関空利用外国人 前期比率

40%

42%

44%

46%

48%

50%

100%

105%

110%

115%

120%

125%

130%

13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期

鉄道利用者における当社線比率

関空旅客数前期比率

空港線定期外利用者前期比率

前期比率 当社線比率

出典：日本政府観光局（JNTO）、近畿運輸局、関西エアポート㈱の資料に基づき弊社作成

○関空第２ターミナル（国際線）開業

当社空港線ダイヤ改正
・2017年１月 LCC国際線専用ターミナルの

開業により第２ターミナルの処理能力が倍増

・空港線ダイヤ改正を実施、輸送力の増強

（＋約10％）により混雑緩和、早朝・深夜便の

増発によりＬＣＣ旅客対応

旧第２
ターミナル

新第２ターミナル
（国際線＋国内線）

敷地面積 30,000㎡ 66,000㎡

処理能力 400万人／年
国際線 285 万人／年
国内線 550 万人／年

搭乗ｹﾞｰﾄ数 10ゲート 21ゲート
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関空・インバウンド事業拡大（２／２）

関西国際空港の利用者増への対応

・海外旅行代理店やエアライン提携等の販路拡大と高野山等沿線観光資源への誘致策強化
・ＦＩＴ化を見据えたインバウンド関連事業の拡大

○関空アクセス関連きっぷの販売増、価格改定
・海外旅行代理店経由を中心に、インバウンド向けきっぷが販売増

・主力きっぷの価格改定を実施 → 17/3期に一部先買いが発生

○りんくうタウンでのホテル建設
・関空対岸のりんくうタウンに宿泊主体型の

ホテル「ハタゴイン関西空港」を建設

（ソラーレホテルズアンドリゾーツ株式会社へ賃貸）

・客室数 100室、開業 2018年春（予定）

・投資額 約14億円

0

2

4

6

8

10

15/3期 16/3期 17/3期

（億円） インバウンド向け企画きっぷ販売額

海外旅行代理店経由

エアライン提携

Web直販

名称
関空トク割

ラピートきっぷ
Namba Access 
Rapi:t Ticket

販路 国内販売 海外販売

価格
1,130円
→1,270円（大人）

2,040円

→2,120円（大人）

改定
時期

2017年1月 2017年4月

内容
なんば～関空（片道）
ラピートレギュラーシート

なんば～関空（往復）
ラピートレギュラーシート
※ショッピングクーポン付

※駅窓口・券売機における販売は含まない

関空アクセス関連きっぷ 主な価格改定の内容

「ハタゴイン関西空港」イメージパース
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関空・インバウンド事業拡大 進捗

数値目標の進捗状況 基準値を大きく上回る

関空・インバウンド事業 営業収益
増加進捗状況（対2015年3月期実績）

17.3 

39.4 

26.0 

11.3 

28.0 

17.0 

151%

67%

165%
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80%
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基準値

(目標の2/3)

実績 目標

17/3期 18/3期

（億円）

関空・インバウンド事業 営業収益増加額

うちインバウンド事業 営業収益増加額

関空・インバウンド事業 進捗率

インバウンド事業 進捗率

関空・インバウンド事業※1 営業収益
2015年3月期実績 2018年3月期目標

129億円 ⇒ 155億円

うちインバウンド事業※2（推計）
2015年3月期実績 2018年3月期目標

23億円 ⇒ 40億円

26億円 増収

17億円 増収

※1 関空・インバウンド事業
鉄道事業（空港線）、リムジンバス事業、関空島内バス事業、流通事業、

サービスアパートメント事業、関空島内設備管理・施設運営受託事業等
※2 インバウンド事業

上記のうち外国人による収益（当社推計）
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なんばエリアの求心力向上（１／２）

南海会館ビル建替計画の推進

○南海会館ビル建替計画の進捗
・中核施設となるメディカルフロアに、 「がん」治療における先進医療で

多くの実績を有する南東北グループ（福島県）のクリニック誘致を決定、
アジアを中心とする医療ツーリズムのニーズにも対応

・工事は計画通りに進行

・オフィスエリア（中～高層階）のリーシング強化と工事スケジュールの遵守
・周辺エリアとの連携強化

階数 地上30階 地下2階

建物高さ 約148ｍ

建物用途
事務所、店舗、ホール・カン
ファレンス、医療施設

延床面積 約84,125㎡

竣工予定 2018年9月

総事業費 約440億円

想定収支
収益 約36億円

EBITDA 約28億円

建築概要

2017年4月の新南海会館ビル建設工事 現地写真

ｽｲｽﾎﾃﾙ南海大阪

難波駅

なんばCITY
新南海会館ビル
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なんばエリアの求心力向上（２／２）

不動産・流通業の強化

○ショッピングセンターの継続的なリニューアル実施

・賃料水準、稼働率の維持向上と継続的なリニューアルの実施
・なんばエリアでの不動産投資の推進

292 298 299 284 322 315 

272 265 262 284 
274 285 

0
100
200
300
400
500
600
700

13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期 18/3期

予想

（億円）

なんばＣＩＴＹ なんばパークス

○なんばｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ売上
・なんばCITYが2016年3・4月のリニューアル効果

により前年度比113％と年間を通じ好調
・なんばパークスは16/3期リニューアルの反動減
およびリニューアル工事のため、17/3期は減収

・なんばパークス
・17年3月にリニューアル
・対象店舗数 46店舗
・事業費 約3.2億円
・「世界で最も美しい空中庭園トップ10」

（米CNN局、2014年）に選出された
屋上庭園パークスガーデンで開業後
初のリニューアル実施

・なんばＣＩＴＹ
・16年3月に本館、16年4月に南館を

リニューアルオープン
・対象店舗数 約106店舗
・事業費 約25億円（耐震補強工事含む）

・本館B2Fでインバウンドニーズ対応。
南館は店舗面積の拡大も実施

パークスガーデンでのイベント南館で増床したエリア
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沿線エリアの魅力創造

沿線各エリアの魅力度向上、各駅周辺開発計画の推進

○和歌山市駅活性化計画の推進
第１期計画のオフィス棟が2017年３月に竣工、
総務省統計局等の入居が決定

・和歌山市駅活性化計画の推進および新たな拠点駅開発計画の検討
・加太線等エリア特性に応じた観光振興と沿線の自治体・大学等と連携した活性化策の展開

内容 開業時期 投資規模

第
１
期

駅施設
オフィス棟

2017年度 約38億円

第
２
期

ホテル棟
商業棟
公益施設棟
駐車場棟

2018～
2019年度

総事業費
約122億円

当社負担
約27億円※

※ 和歌山市負担額、市街地再開発事業に対する補助金額を除いた当社投資額

○沿線駅高架下開発
地域住民が滞在できる新しいコミュニティス
ペースを創出することをコンセプトに、「地元」
「地産地消」を特徴とする店舗や行政が運営
する子育て支援施設を誘致

・N.KLASS住ノ江
- 2016年12月 リニューアル（29店舗）
- 事業費 約9.6億円（耐震補強工事含む）

・N.KLASS泉大津
- 2017年3月 オープン（12店舗）
- 事業費 約9.5億円

○情報発信・プロモーション
・2017年3月 難波駅に、国内の駅設置

としては最大級の大型デジタルサイ
ネージ「NAMBA GALLERIA TWIN 
VISION」を設置

・南海難波駅から他社線へのメイン動
線上に位置するロケーションを活用し
て、広告収入による収益拡大と当社
沿線のＰＲを行う

NAMBA GALLERIA TWIN VISIONN.KLASS泉大津
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経営資源の重点配分

○投資計画＜３か年計 1,231億円＞
投資案件の厳選等により、３か年計で約105億円削減

・安全・更新投資、債務削減とのバランスをとりつつ収益拡大に注力

投資額（3年間） 主な内容

収益拡大
投資

（M&A含）

16/3実績 17/3実績 18/3 ・泉北関連投資 物流事業関係、泉ヶ丘駅周辺再開発等 69億円

104億円 219億円 343億円

・関空・インバウンド関連投資 鉄道施設多言語対応等 28億円

・なんばエリア関連投資 南海会館ﾋﾞﾙ建替工事、なんばCITYﾘﾆｭｰｱﾙ等 290億円

・沿線エリア活性化関連投資 和歌山市駅活性化、泉大津駅周辺開発等 119億円

・グループ経営基盤強化関連投資 グループカード統合、新規事業開発等 10億円

計 667億円
・成長投資 不動産賃貸物件取得等 119億円

・Ｍ＆Ａ 大阪府食品流通センター等 32億円

安全・更新
投資

16/3実績 17/3実績 18/3 ・鉄道関連工事 車両新造、駅・高架橋耐震工事、駅務機器更新等 256億円

221億円 152億円 191億円 ・不動産・流通既存施設工事 なんばエリアSC・賃貸ビル改修工事等 121億円

計 565億円 ・その他 グループ会社設備更新投資等 188億円

グループ経営基盤の強化（１／２）

○成長投資の実行
不動産事業の収益基盤強化と事業領域拡大を目指し、

2017年3月に当社沿線の事業用不動産3件を取得

（投資額 約26億円）
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グループ経営基盤の強化（２／２）

財務体質の改善、グループ連携の強化

○財務指標等の推移
2016年10月、収益基盤の強化、財務体質の改善が評価され、格付向上

JCR：BBB＋（ポジティブ）→A－（安定的） R&I：BBB（安定的） →BBB＋（安定的）

・利益水準の維持向上と低効率資産の圧縮促進により、継続的に財務指標の改善を目指す
・中長期的な事業環境変化を見据え、グループ経営基盤強化策を策定・実施していく

※以下の仮定に基づき計算
各期末総資産＝前期末総資産+各期設備投資-減価償却費
各期末自己資本＝前期末自己資本＋[各期純利益予想-配当（6円前提）]

5.5%
6.6%

10.3%

6.5%
8.1%

9.6%

4.1%
4.9%

8.3%

5.8%

7.4%

8.0%

0.23 0.25 0.25 0.24 0.25 0.26

5.74
5.40

4.97 4.67
4.42 4.65

0

2

4

6

8

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期 18/3期

予想

（倍）

ROE 営業収益当期純利益率

総資産営業収益率 財務レバレッジ

4,696 

4,527 

4,972 

4,841 
4,782 4,826 

11.1
10.4

9.6
8.4 8.3 7.98 

3.4 3.0 2.6 2.5 2.3 2.5
0

2

4

6

8

10

12

14

4,300

4,400

4,500

4,600

4,700

4,800

4,900

5,000

5,100

13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期 18/3期

予想

有利子負債残高 ＥＢＩＴＤＡ倍率

ＤＥレシオ

（億円）
（倍）

○グループ共通ポイントの導入
グループ内のポイントサービスを統合し、

ポイント利用対象施設を拡充（2017年4月～）
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まとめ

 一時的な費用増があったものの、全体として業績は堅調に推移。

 インバウンド増加ペースの落ち着きやＦＩＴ化を踏まえ、価格戦略の見直し
や沿線への取込み等収益力向上策にシフト。

 数値目標の達成と新南海会館ビル完成に向けたラストスパートの1年。

 なんば周辺への投資と物流開発計画の推進と並行して、次期中計以降
の方向性を定める。
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参考資料
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【参考】各セグメント参考情報

0%

1%

2%

3%

4%

5%

13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期

主要ショッピングセンター 免税売上比率の推移

なんばCITY なんばパークス
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0
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180

13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期 18/3期

予想

全線に占める

割合リムジンバス４路線※ 営業成績

4路線収入(13/3月期を100として指数化）

全線収入に占める割合

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期
80

100
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200

平均稼働率・

外国人比率客室単価 フレイザーレジデンス南海大阪 営業成績

客室単価（13/3期を100として指数化）

平均稼働率

外国人比率
※関空-梅田、難波、京都、USJの各路線の合計

136 129 132 133 132 134 
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13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期 18/3期

予想

（億円）

※南海ビル、スイスホテル南海大阪、パークスタワー、
ウインズ難波、関連駐車場等

なんばエリア主要賃貸物件※ 賃料収入

4路線収入
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【参考】沿線マップ

泉大津

住ノ江

加太線

御堂筋線
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【参考】物流事業 外部環境と当社の強み

関西圏 大型物流施設の面積と空室率万㎡
%

0

2

4

6

8

10

12

14

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450

賃貸面積 空室面積 空室率

○外部環境

・関西圏では大型物流施設の稼働率が高水準で推移
・17/3期～19/3期に大阪湾岸部及び新名神高速周辺部等内陸部で

大型施設の大量供給が計画
（17/3期：約61万㎡、18/3期：約90万㎡、19/3期：約42万㎡）

・直近では新規供給により空室率上昇はあるが、通販事業者の
進出等で供給施設は概ね順調に消化 物流施設の新規供給計画マップ（～19/3期）

○当社グループ施設の強み

・高速ＩＣに近く大阪都心部へのアクセスも良好で輸送効率に優れる
・湾岸部や北部に比べ人口集積が高く雇用環境に優れる
・法律で定められた物流専用エリアにあり通年24時間稼働が可能
・広い敷地を有し、効率性に優れた大型物流施設の整備が可能

敷地面積 27.2万㎡
（甲子園球場：7.1個分）

稼働率 97.0％

敷地面積 18.8万㎡
（甲子園球場：4.9個分）

稼働率 100％

北大阪流通センター 東大阪流通センター

出典：（左表）㈱一五不動産情報サービス 調査レポートに基づき弊社作成
（右図）月刊ロジスティクス・ビジネス2016年10月号（ライノス・パブリケーションズ）に基づき弊社作成

仮
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Zepp Namba(OSAKA)パークスタワー戎橋心 斎 橋 筋 商 店 街

南 堀 江

東心斎橋

千 日 前

道

頓

堀

宗
右
衛
門
町

西心斎橋

なんば

法
善
寺
横
丁

地下鉄御堂筋線

心斎橋駅

地下鉄四つ橋線

四ツ橋駅

日航ホテル

大丸

ＯＰＡ

ビックカメラ

なんば
マルイ

ＪＲ難波駅

なんばHatch

道

頓

堀

川

御 堂 筋

地下鉄四つ橋線

なんば駅

地下鉄御堂筋線

なんば駅
地
下
鉄
千
日
前
線

な
ん
ば
駅

近
鉄
・
阪
神

大
阪
難
波
駅

なんばオリエンタル
ホテル

なんばグランド花月

なんばパークス

LABI１なんば
（ヤマダ電機）

大阪府立体育会館

フレイザーレジデンス
南海大阪

南海難波駅

スイスホテル
南海大阪

大国町駅

地下鉄堺筋線

恵美須町駅

近鉄日本橋駅

四ツ橋入口

湊町出入口

なんば出口

Ｎ

湊 町

湊町出口

スイスホテル

髙島屋

Zepp Namba(OSAKA)

地下鉄四つ橋線

地下鉄御堂筋線

近
鉄
奈
良
線

クボタ本社

木津市場

南海なんば第１ビル
大阪府立大学

なんばEKIKANﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄなんばＣＩＴＹ

ウラなんば
エリア

髙島屋
(南海ビル）

【参考】なんばエリアマップ

新南海会館ﾋﾞﾙ
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【参考】ミナミエリアの動向

44

ミナミエリアのホテル建設計画

※ 延床面積にはホテル以外用途部分を含む

出典：建設データバンク（関西）に基づき弊社作成

順位 地点 上昇率

1 大阪府 中央区道頓堀 41.3%
2 大阪府 中央区宗右衛門町 35.1%
3 大阪府 北区小松原町 34.8%
4 大阪府 中央区心斎橋筋 33.0%
5 大阪府 北区茶屋町 30.6%
6 京都府 東山区祇園町 29.2%
7 愛知県 中村区名駅 29.0%
8 東京都 中央区銀座 29.0%
9 東京都 中央区銀座 28.9%

10 東京都 中央区銀座 27.1%

地価公示 上昇率ランキング（全国商業地）

2017年1月1日時点出典：国土交通省 平成29年地価公示結果に基づき弊社作成

完成時期 棟数 延床面積※

2017年5月 1 2,061㎡

2017年6月 4 18,385㎡

2017年7月 1 2,994㎡

2017年8月 2 7,704㎡

2017年9月 2 11,184㎡

2017年10月 3 2,553㎡

2017年11月 2 8,518㎡

2017年12月 2 4,203㎡

2018年1月 4 9,825㎡

2018年3月 2 3,133㎡

2018年5月 1 5,164㎡

2018年6月 1 6,359㎡

2018年7月 1 7,351㎡

2018年8月 1 2,596㎡

2019年7月 1 26,491㎡
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【参考】ミナミエリアの主要スポットイメージ

心斎橋

なんばパークス なんばCITY

食べ歩きできるスポットとして
インバウンド人気が定着

Ｎ

ミナミ観光の王道
グリコのネオン・かに道楽等の巨大
看板が立ち並ぶ

感度の高いテナントの集積で、南への人の流れが生まれている

黒門市場

なんばEKIKAN

道頓堀

小説「夫婦善哉」の舞台。苔むした
水掛不動尊が有名

串カツの本場。隣接エリアにはバッ
クパッカー等が多数宿泊

通天閣・新世界

なんば

商
店
街

■ 観光スポット
■ 当社施設

個性的な飲食店が相次いで出店
する、勢いのあるエリア

法善寺横丁

ウラなんば
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南海電気鉄道株式会社
〒556-8503 大阪市浪速区敷津東2-1-41
経営政策室 経営企画部（ＩＲ担当）
ＴＥＬ：06-6644-7105 ＦＡＸ：06-6644-7108
ＵＲＬ：http://www.nankai.co.jp/

本資料は投資勧誘を目的とした資料ではありません。あくまでも参考資料であり、正確な決算数値等は決算短信・有価証券
報告書等をご参照ください。本資料で記述しております業績予想及び将来予想は、現時点で入手可能な情報に基づいて算
定しておりますが、需要動向などの業況の変化、物価変動等、多分に不確実要素を含んでおります。そのため、実際の業績
は、様々な要因の変化により業績予想と乖離する場合がありますので、ご承知おきいただきますようお願いいたします。

ＩＲのお問い合わせ先


